
令和８年度事業計画書 

 

令和８年度においては、定款に基づき、事業の効率的な執行に努めながら、事

業効果の最大化を目指し、引き続き、以下の４つの事業を実施する。 

 

１ 調査研究事業 

当センターは、良質な社会資本整備の前提条件である建設技術者の確保・育

成に寄与することを目的に、建設技術者及び建設工事の施工管理に関する調

査研究を行っている。 

令和８年度は、令和７年度に実施した調査研究「高齢技術者の活躍支援によ

り地域建設業が抱える課題を改善した優良事例調査」及び「地域建設業におけ

る監理技術者数の現状と将来の増減予測並びに技術者確保へ向けた受発注者

の取り組みに関する調査」の結果や建設業と建設技術者が抱える課題を踏ま

え、引き続き、建設業の発展と建設技術者の処遇改善につながる調査研究に取

り組む。 

 

２ 建設技術者等情報提供事業 

建設工事において最も重要な役割を担う建設技術者に対して、引き続き、技

術力及び知識の向上につながる情報等を、インターネットサイト「コンコム」

及びセミナーを通じて提供する。 

令和８年度においても、コンコムの利用者の増加に向けて、本サイト内の全

てのコンテンツをブラッシュアップする。 

（１）インターネットサイト「コンコム」の充実・ＰＲの強化 

① コンテンツ内容の充実と新規コンテンツの追加開設 

既存のコンテンツの内容を充実するとともに、新たな利用者の拡大に

向けて、令和 8 年度においても新規のコンテンツを追加する。 

② サイト利用者(アクセス件数)の増加に向けたＰＲ強化 

・ 下記の（２）のセミナーの実施等の折に、セミナー実施地域の建設業



協会を通じたＰＲを実施する。また、「コンコム」の取材や調査研究の

機会を通じて、国土交通省地方整備局及び地方公共団体等への更なる

ＰＲの強化を図る。 

・ 地方で開催が予定されている建設技術展へ出展し、特に重点的に建設

技術者への直接的なＰＲを展開する。 

（２）地方の建設技術者の技術力及び知識の向上につながるセミナーの実施 

情報入手の機会の少ない地方の建設技術者に対して、引き続き、セミナー

を実施する。 

 

３ 監理技術者資格者証交付事業 

建設業法に定められた指定資格者証交付機関として、引き続き、監理技術者

資格者証の交付及びその有効期間の更新の事務を実施する。 

令和８年度は、セキュリティ対策強化のために必要なシステム改修を行う。

また、利用者の利便性を図るため「手引き」を改訂するとともに、各都道府県

の支部・事務所と連携し、全国担当者会議等を通じて業務の更なる効率化を推

進する。 

 

４ 技術者資格情報等提供事業 

公共工事の入札及び契約の適正化を図るため、発注者支援データベース・シ

ステム（注）を通じて、公共工事の発注者に対し、引き続き、建設業者の資格審

査や施工体制の確認等に必要な技術者資格情報等を提供する。 

（注）発注者支援データベース・システムとは、以下の２つのシステムの総称。 

① 企業情報等直接提供システム 

当センターからインターネット回線等を使用して、独自に検索システムを有している

発注機関に対して、必要な情報データを直接提供するためのシステム。 

② ＪＣＩＳ検索システム 

当センターからインターネット回線を使用して、独自の検索システムを有しない発注

機関に対して、必要な検索結果を提供するためのシステムで、一般財団法人日本建設

情報総合センターと共同で実施。 


